
（平成２３年６月15日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡国民年金 事案 1416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年９月から２年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年９月から２年１月まで 

私は、申立期間当時留学していた。帰国後、国民年金に未加入の期間が

ある旨の通知が市から届き、指定された日に市役所に出向き保険料納付に

ついての説明を受け、その後５か月間かけて納付したことを記憶している

ため、申立期間が未加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間の国民年金保険料を完納している上、国民年

金と厚生年金保険との切替手続等も適切に励行している。 

また、申立人は、国内に住所を定めたまま海外に居住していた申立期間に

ついて保険料を納付していなかったが、帰国後に申立期間が未加入である旨

を市から通知されたため市役所に赴き、市役所の職員から、保険料納付の手

続及び納付意志について確認され、未加入とされている申立期間が被保険者

期間となる旨の説明を受け、申立期間に係る保険料を遡って納付したとする

申立人の主張は具体的であり、かつ不自然ではない。 

さらに、申立期間は５か月と短期間であるほか、申立人は、申立期間後、

厚生年金保険に加入する平成３年６月までの間に、現年度保険料と並行して

申立期間に係る過年度保険料を５か月間にわたり納付したと述べているとこ

ろ、当該期間は時効前であった上、申立人が申立期間の保険料を納付したと

する金融機関では国庫歳入金を取り扱っており、過年度納付することも可能

であった。 

加えて、申立人は日本国内に住民票を残したまま出国していたことから、

申立期間について国民年金第１号被保険者資格を喪失する理由は見当たらず、



  

申立期間を未加入期間とした市の事務処理に誤りがあったことも明らかであ

る。 

このほか、申立人のオンライン記録上、申立期間について被保険者資格を

喪失した理由は、申立人が厚生年金保険（又は共済組合）に加入したことを

表す「国民年金第２号被保険者該当」とされているが、申立人が当該被保険

者であったこともうかがえず、申立人の年金記録は適切に管理されていたと

は言えない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



  

静岡国民年金 事案 1417                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から同年 12月まで 

私の妻が、昭和 51年６月に婚姻届と転入届を市役所に提出した時に、夫

婦の国民年金の加入手続を行った。妻からは、国民年金の加入手続の際、

市の職員に「４月から入って下さい。」と言われ、役所だから年度初めか

ら納付してほしいのかと思い、二人分の保険料を金融機関で４月分まで遡

って納付したと聞いている。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付を行ったとする申立

人の妻は、昭和 51年６月に婚姻届を提出する際に夫婦の加入手続を行い、市

の職員から「４月から入って下さい。」と言われ、金融機関で夫婦の保険料

を同年同月まで遡って納付したと述べているところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は 52年１月に払い出されており、夫婦がこの当時居住していた市で

作成された妻の被保険者名簿には「昭和 52 年１月 31 日受付再取得」との記

載があることから、申立人の加入手続も、この頃に行われ、20 歳到達時に遡

って被保険者資格を取得したものと推認できる。このことから、申立人の加

入手続が行われたとみられる 52年１月を基準とすると、申立期間に係る保険

料は現年度分となり市で収納が可能である上、現年度保険料を扱う市から、

当該年度当初まで遡って保険料の納付を求められたとする申立人の主張にも

不自然なところは見当たらない。 

また、申立人に係る同市の被保険者名簿から、申立期間は当初から被保険

者期間とされていたことがうかがえることからも、申立人に対して申立期間



  

に係る納付書は発行されていたものと考えられる。 

さらに、申立人及びその妻の申立期間後（国民年金加入手続を行ったとみ

られる時期以降）の保険料に未納は無い上、大半の期間が前納されているほ

か、平成３年中には夫婦共、国民年金基金に加入したことも確認できるなど、

加入手続後の夫婦の国民年金に対する関心及び夫婦の保険料を納付していた

とする申立人の妻の保険料の納付意識は高かったことがうかがえることから、

加入手続に併せて納付書が発行されたと考えられる申立期間の保険料につい

ても納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 
 



  

静岡厚生年金 事案 1753 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立期間の標準報酬月額につい

ては、平成８年９月から９年 10 月までは 56 万円、同年 11 月から 11 年８月ま

では 59 万円であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月額を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年９月１日から 11年９月１日まで                              

申立期間に係るＡ事業所での標準報酬月額が、９万 8,000 円に訂正されて

いるので、当該期間の標準報酬月額を当時の報酬額に見合ったものに訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

平成８年９月から９年 10 月までは 56 万円、同年 11 月から 11 年８月までは

59万円と記録されていた。 

しかし、オンライン記録では、平成 10 年 10 月９日付けで、８年 10 月、９

年 10 月及び 10 年 10 月の定時決定並びに９年 11 月、10 年４月及び同年７月

の随時改定における標準報酬月額の記録を取り消した上で、８年９月１日に遡

って標準報酬月額の記録を９万 8,000円に訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ事業所の代表者及び他の役員にも同様の訂正が行われていることが

オンライン記録から確認できる。 

さらに、Ａ事業所に係る滞納処分票から、平成９年 12 月から 14 年２月まで

Ａ事業所において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる。 

なお、申立人は、Ａ事業所の商業登記簿謄本から取締役であったことが確認

できるものの、複数の同僚が「代表者はワンマンであり、印鑑も代表者が管理

していた。」、「申立人は、現場監督であった。」と証言しており、申立人が

当該遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、平成 10 年 10 月９日付けで行われた遡及訂正



  

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正

処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。この

ため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た８年９月から９年

10 月までは 56 万円、同年 11 月から 11 年８月までは 59 万円に訂正すること

が必要であると認められる。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年６月５日から同年９月 14日まで 

             ② 昭和 36年９月 14日から 42年２月１日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間につい

ては脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退手当金を

受給した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約３年１か月後の昭和 45 年３月 19 日に支給決定されたこととなってお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人は脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、既

に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人が当時脱退手当金

を請求する意思を有していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

静岡厚生年金 事案 1755 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 18 年６月４日に厚生年金保険被保険者の資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められること

から、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、30 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 18年２月１日から同年６月４日まで 

             ② 昭和 18年６月４日から 20年９月７日まで 

年金事務所で厚生年金保険の記録を確認したところ、申立期間①について

は、厚生年金保険の被保険者記録が無く、申立期間②については、脱退手当

金が支給済みであるとの回答を得た。 

しかし、自分は昭和 17 年から終戦時まで継続してＡ事業所に勤務してお

り、脱退手当金を受給した記憶も無いので、申立期間①及び②を年金額に反

映される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ事業所において昭和 17 年６月１日に厚

生年金保険の資格を取得し、18 年２月１日に資格を喪失後、同年６月４日に

同事業所において再度資格を取得しており、同年２月から同年５月までの申立

期間①の被保険者記録が無く、申立期間②については、脱退手当金の支給記録

が確認できる。 

しかし、申立期間①について、申立人を記憶する同僚は、「自分は、昭和

18 年１月に入社し、20 年１月に軍隊に入隊したが、その間、申立人はＡ事業

所で勤務していた。昭和 18 年２月に申立人が一度会社を辞めたという記憶は

無い。」と証言しているほか、申立人が寮の同室で一緒に勤務していたと記憶

する同僚は、オンライン記録では、申立期間①において厚生年金保険の被保険



  

者記録が確認できることから、申立人が申立期間①にＡ事業所に継続して勤務

していたことが推認できる。 

また、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、昭和 18 年

２月１日に資格喪失し、同年６月に再度資格を取得している者が複数人見られ、

当該複数の被保険者は、オンライン記録では被保険者記録が継続していること

が確認できる。 

さらに、申立期間①当時、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

氏名は確認できるが、オンライン記録では、被保険者記録が無い者が複数人見

られる上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳と被保険者名簿の資格喪失日は

一致していないことなどから、社会保険事務所における年金記録の管理が不適

切であったことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 18 年６月４日に厚

生年金保険の被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行っ

たことが認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 18 年１月の記録から、30 円とすること

が妥当である。 

一方、申立期間②について、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退

手当金が支給されたことが記載されているとともに、申立期間②の脱退手当金

は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人の脱退手当金は昭和 21 年９月 19 日に支給決定されているが、

当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が

無ければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間に係る事業所を退職

後、39 年 12 月まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給

することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年１月 21日から 32年４月 16日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間につい

ては脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。私は受け取った記憶は無

いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約１年６か月後の昭和 33 年 10 月４日に支給決定されたこととなっており、

事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より後の被保険者期間

についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっており、支給日直近

の被保険者期間を失念するとは考え難い上、未請求となっている被保険者期間

と申立期間の被保険者期間は同一の被保険者記号番号により管理されているに

もかかわらず、支給されていない期間が存在することは事務処理上不自然であ

る。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 34年４月７日から 36年９月９日まで 

年金事務所で厚生年金保険の記録を確認したところ、申立期間については

脱退手当金が支給済みとの回答を得た。自分は脱退手当金を受け取った記憶

は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期間につい

てはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、申

立期間よりも長期間勤務した事業所の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間の脱退手当金が支給決定されたこととなっている

時期から間もなくして、国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、当

時脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

さらに、申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と同様に脱退手当金を支給したことを表す「脱」表示がある者の中には、

オンライン記録における脱退手当金の支給記録が無い者が確認できる上、

「脱」表示が無い者の中には、オンライン記録における脱退手当金の支給記録

がある者が確認できるが、その理由は不明であり、脱退手当金の支給に係る記

録の管理が適正に行われていなかったことがうかがわれる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1758 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、平成

15 年５月から 17 年６月までの標準報酬月額を 47 万円に訂正することが必要

である。 

申立期間②について、当該期間のうち、申立人の平成 19 年９月１日から 20

年 10 月１日までの期間に係る標準報酬月額の記録については、19 年９月から

20 年６月までの期間は 14 万 2,000 円、同年７月及び同年８月は 15 万円、同

年９月は 14万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、平成 19 年９月から 20 年９月までの上記訂正後の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②のうち、平成 20 年 10 月１日から 21 年１月１日までの期

間については、標準報酬月額の決定の基礎となる 20 年４月から同年６月まで

は標準報酬月額 15 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われ

ていたと認められることから、申立人のＡ事業所における標準報酬月額に係る

記録を 20年 10月から同年 12月までは 15万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 平成 15年５月１日から 17年７月１日まで 

           ② 平成 19年９月１日から 21年１月１日まで 

ねんきん定期便を確認したところ、Ａ事業所で勤務していた期間のうち、

申立期間の標準報酬月額が、実際の報酬月額より低い額で記録されているこ

とが分かった。給料支払明細書を所持しているので標準報酬月額を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の当該期間に係る標

準報酬月額は、当初、47 万円と記録されていたところ、平成 17 年６月３日付



  

けで、15 年９月１日及び 16 年９月１日の定時決定を取消し、15 年５月１日に

遡って９万 8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

また、申立人が提出した給料支払明細書及び源泉徴収票によれば、申立期間

①において、47 万 2,000 円の報酬月額が事業主により申立人へ支払われてい

たことが確認できる。 

さらに、Ａ事業所は、「当時、会社は厚生年金保険料を滞納しており、社会

保険事務所と相談の上、役員の標準報酬月額を遡及して下げたことがあった。

その際に役員ではなかった申立人の標準報酬月額も下げてしまった。」と回答

している。 

加えて、Ａ事業所の商業登記簿謄本から、申立人は、当該事業所の役員では

なかったことが確認できる上、元同僚は、「申立人は、会社の経営陣となって

おらず、社会保険事務も行っていなかった。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、平成 17 年６月３日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、このような

訂正処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間①において標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処

理の結果として記録されている申立期間①の標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た、平成 15 年５月から 17 年６月までは 47 万円に訂正

することが必要であると認められる。 

申立期間②について、申立人は、平成 19 年９月１日から 21 年１月１日まで

の期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適

用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により消滅した期間

のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間について

は、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚生年金保険法

を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会で

は、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認め

られるかを判断することとしている。 

申立期間②のうち、平成 19 年９月１日から 20 年 10 月１日までの期間につ

いては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であ

るから、厚生年金特例法を、同年 10 月１日から 21 年１月１日までの期間につ

いては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間で

あるから、厚生年金保険法を適用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

申立期間②のうち、平成 19 年９月１日から 20 年 10 月１日までの期間につい

ては、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額



  

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が提出した給料支払

明細書の保険料控除額から、平成 19 年９月から 20 年６月までの期間は 14 万

2,000 円、同年７月及び同年８月は 15 万円、同年９月は 14 万 2,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が実際の給料より低い報酬月額を届け出たとしていることから、事業主は、

給料支払明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届

け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間の厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

一方、申立期間②のうち、平成 20 年 10 月１日から 21 年１月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると、９万 8,000 円と

記録されている。しかし、申立人が提出した給料支払明細書によると、標準報

酬月額の決定の基礎となる 20 年４月から同年６月までは標準報酬月額 15 万円

に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ事業所における標準報酬月額を平成 20 年 10 月から

同年 12月までは 15万円に訂正することが必要である。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所における資格取得日は、昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日

は 20 年９月 20 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険

被保険者資格の取得日及び喪失日の記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20年９月 20日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間

について厚生年金保険の被保険者期間を確認できないとの回答を得たが、Ａ

事業所に就職し、Ａ事業所が爆撃による被害を受けた後は疎開工場で勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が主張しているＡ事業所における勤務の状況、爆撃による工場被害の

状況及び疎開工場における勤務に係る申立人の説明は、具体性があり、これら

は当該事業所のＯＢ会回顧録の内容及び疎開工場のあったとする場所の近隣住

民の証言とも一致していることから判断すると、申立人は、当該事業所に継続

して勤務していたことを認めることができる。 

また、年金事務所が管理するＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿には申立人の記録は無いが、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿に

よると、Ａ事業所において当時の申立人の旧姓で昭和 19 年６月１日に厚生年

金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。なお、申立人の申立

てに係る事業所における厚生年金保険被保険者の資格取得日は、労働者年金保

険法が厚生年金保険法に改正され、保険料徴収が開始された同年 10 月１日と

することが妥当であると判断する。 

さらに、上述の払出簿において、申立人と同日にＡ事業所で厚生年金保険の

被保険者資格を取得していることが確認できる同僚は、健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には記録が無いが、オンライン記録において、Ａ事業所に係る申



  

立期間の厚生年金保険の加入記録を確認することができる。 

加えて、同被保険者名簿を管理していた社会保険事務所（当時）は、戦災に

より被保険者名簿については全て焼失したことから、被保険者名簿の復元を行

ったとしているが、当時復元が完全に行われなかったことがうかがわれる。こ

のため、申立人の被保険者記録も復元時に欠落したものと推認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情等を総合的に判断

すると、事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日に被保険者資格を取得し、20

年９月 20日に被保険者資格を喪失した旨の届出を行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。 



  

静岡厚生年金 事案 1760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 48 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月１日から同年 11月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答があった。申立期間は、同一

企業内で転勤した時期であり、Ａ事業所に継続して勤務していたので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びにＡ事業所の人事記録及び回答から判断すると、申

立人はＡ事業所に継続して勤務し（昭和 48 年 10 月１日にＡ事業所本社から同

事業所Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所Ｂ支店に

おける昭和 48 年 11 月のオンライン記録から、７万 2,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、Ａ事業所Ｂ支店における申立人に係るＣ健康保険組合

及び厚生年金保険の記録における資格取得日が一致しており、Ｃ健康保険組合

及び社会保険事務所（当時）の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考

え難いことから、事業主が昭和 48 年 11 月１日を資格取得日として届け、その

結果、社会保険事務所は申立人に係る同年 10 月の厚生年金保険料の納入の告

知を行っておらず、事業主は申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



  

静岡国民年金 事案 1418（事案 107の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年４月から 44 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年５月まで 

私は、離職後、地方税の納付に市役所に赴いた際に国民年金の加入手続

をして保険料を納付した覚えがあるので、申立期間が未加入とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に対し、これまで

に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が無く、申立人の所持している

年金手帳を見ても、厚生年金保険に係る記号番号の記載はあるものの、国民

年金手帳記号番号及びはじめて国民年金被保険者となった日に係る記載が無

いことから、国民年金への加入状況が不明であること、ⅱ）申立人は国民年

金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関する明確な記憶が無く、申立期

間当時使用していた国民年金手帳を所持していない上、国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）も無いことなどから、既

に当委員会の決定に基づく平成 20 年４月 10 日付け年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の申立てに当たって新たな資料や情報を提供しておらず、

前回の調査は不十分なものであるので再度調査を行うよう主張しているが、

再度の調査においても申立人が申立期間の保険料を納付したと推認するに足

る事情は見当たらず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1419 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年９月及び同年 10 月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年９月及び同年 10月 

私は、20 歳になった後、国民年金保険料の納付書が届いていたが、その

まま放置し保険料を数か月滞納していたため、市役所から電話があり、年

金の大切さを教えてもらってからは保険料を納付していた。その時、保険

料は滞納していた分とその月の分とを合わせた２か月分ずつを毎月納付す

ればよいと言われ、そのように納付したので、申立期間の保険料が未納と

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入した当初に納付書を受け取ったが、半年ほどは

国民年金保険料を滞納していたため、電話による保険料の納付勧奨を受け、

それまで滞納していた保険料を払い始めたと述べているところ、申立人が申

立期間当時居住した市の被保険者名簿によると、申立人の国民年金の加入に

係る事務処理が平成４年 11 月 11 日に行われたことが確認できることから、

この頃に申立人の国民年金加入手続が行われ、20 歳到達時に遡って被保険者

資格を取得したものと推認できる。 

また、上記の処理時点で申立期間は過年度となるところ、ⅰ）市は過年度

分の保険料は扱っておらず現年度分を扱っていたほか、申立期間当時に申立

人が居住した市は、納付勧奨は電話ではなく訪問により行っていたとしてい

ること、ⅱ）年金事務所によれば、過年度保険料を扱う社会保険事務所（当

時）は毎年６月に納付書を発行し、その後、納付が行われなかった者を対象

として７月から８月頃と年末及び年度末に、納付書の送付や電話による納付

勧奨を行っていたとしていることから、申立人が記憶する保険料の納付勧奨

は、社会保険事務所により行われたものであったと考えられる。 



  

さらに、上記の年金事務所の証言内容は、申立人の居住する県が、昭和 62

年４月に県下の各社会保険事務所に対して通知した「国民年金過年度保険料

徴収対策要領」に示されている過年度保険料の納付勧奨方法と一致している

上、これを踏まえ、申立人の加入手続が行われたとみられる平成４年 11 月

を基準とすると、社会保険事務所から申立人に対して、５年の７ないし８月

頃と同年 12 月頃に保険料の納付勧奨が行われたことになるが、申立人は、

２回目の勧奨を受けて、保険料納付を開始したとしており、オンライン記録

上、同年同月時点で遡って保険料を納付することが可能であった３年 11 月

から保険料が納付済みとされていることから、申立人が勧奨に応じた時点で、

申立期間の保険料は既に時効により納付することができなかった可能性は否

定できない。 

加えて、申立人が申立期間後の平成６年４月に転入した市の記録でも、申

立期間は未納とされており、オンライン記録との齟齬
そ ご

は無い上、申立期間の

保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月 1日から 48年４月１日まで 

年金事務所に照会を行ったところ、申立期間について厚生年金保険の加入記

録が確認できないとの回答を得た。申立期間は、Ａ事業所にＢ職として勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所及びＣ共済の回答から、申立人は、昭和 47 年４月 1 日から 48 年４月

10日までの期間、Ａ事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｃ共済の回答から、申立人のＡ事業所での勤務期間は、Ｃ共済の加入

者期間であり、厚生年金保険の被保険者期間でなかったことが確認できる。 

なお、オンライン記録及び事業所名簿では、申立人が記憶している所在地に、

Ａ事業所という名称の厚生年金保険の適用事業所は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認できる

関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1762（事案 857の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年９月 26日から 42年１月４日まで 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしいとして

申立てを行い、記録訂正を認めることはできないとの通知を受けたが、新たな

資料として、Ａ事業所在職中に受け取った複数の名刺を提出するほか、当時の

同社の同僚を思い出したので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、Ｂ事業所かＡ事業所のどち

らかに勤務していたとしていることから、それぞれの事業所の被保険者であった

複数の元従業員に聴取したが、申立人が申立期間もＢ事業所又はＡ事業所に勤務

していたとする証言は得られなかったこと、ⅱ）Ｂ事業所の複数の元従業員は、

「Ｂ事業所は入社から退社まで社会保険に加入させていた。在職中に社会保険を

脱退させるような事業所ではない。」、「自分のＢ事業所での年金記録と勤務期

間に相違は無い。」と証言しているが、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっている上、当時の事業主及び事務担当者とされる者も死亡して

おり、申立人の勤務状況、厚生年金保険料控除の状況について確認することがで

きなかったこと、ⅲ）Ａ事業所の複数の元従業員は、「当時、Ａ事業所では社会

保険に加入するまで３か月間の試用期間を設けていた。」と証言しており、当該

事業所では、必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかったことが

うかがえることから、既に平成 22 年２月 12 日付けで、当委員会の決定に基づく

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、新たな資料として、Ａ事業所在職中に受け取ったとする複数の名刺

を提出するとともに、同社における同僚１名の姓を挙げている。 



  

しかし、ⅰ）申立人が提出した名刺に記載されている者のうち、連絡をとるこ

とができた者（１名）は、「私は、Ａ事業所が導入する機械の設置のため同社に

出入りしていたが、同社の従業員ではなく、厚生年金保険の取扱いについても分

からない。」と証言していること、ⅱ）申立人が挙げた同僚１名について、上述

の証言を行った者は、「私がＡ事業所に出入りしていた当時、同社に連れて行っ

たことがある親類だと思う。その親類は私と同様、同社の従業員ではない。」と

述べており、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当該同僚

と同一の姓の被保険記録は確認できないことから、これらは委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年 12月 25日から 32年４月頃まで 

厚生年金保険の加入期間について年金事務所に照会を行ったところ、申立期

間について、厚生年金保険に加入していた事実は無いとの回答を得たが、Ａ事

業所に勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ事業所の業務内容、申立期間当時の事業主及び同僚について詳細

に記憶していることから、勤務期間については特定できないものの、申立人がＡ

事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、事業所名簿によれば、Ａ事業所は厚生年金保険の適用事業所として確

認できず、当該事業所と事業主が同一であるＢ事業所及びＣ事業所について厚生

年金保険の適用が確認できるものの、Ｂ事業所は昭和 24 年５月１日に厚生年金

保険の適用事業所でなくなっており、Ｃ事業所は 31 年 12 月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっていることが確認でき、申立人が記憶する複数の同僚につい

ても、24 年５月１日から 31 年 12 月１日までの期間において、厚生年金保険の被

保険者記録は確認できない。 

また、申立人は、「自分が勤務していた当時、Ａ事業所は株式会社になること

はなかった。」と述べているところ、申立人が記憶する同僚のうち連絡がとれた

者は、「自分は、昭和 27 年に入社したが、厚生年金保険に加入したのは事業所

が法人になった後だった。」と述べており、商業登記簿謄本の記録によれば、Ｃ

事業所は昭和 30 年４月１日に株式会社として設立されていることが確認できる。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、Ｂ事業所の全ての被保

険者の記録、及びＣ事業所で昭和 31 年 12 月１日から 32 年 12 月８日までに厚生



  

年金保険の被保険者資格を取得した者の記録を確認したが、申立人の氏名は見当

たらない上、申立人が記憶する同僚にも、申立期間における厚生年金保険の被保

険者記録の確認できない者が複数見受けられる。 

なお、Ｂ事業所及びＣ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、申立人が記憶する申立期間当時の事業主は死亡していることから、厚生年金

保険の適用及び厚生年金保険料控除の状況を確認できる資料及び証言を得ること

はできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認できる

関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月１日から 16年２月 28日まで 

ねんきん定期便で、Ａ事業所における標準報酬月額が、平成 14 年３月まで

は 50 万円であったものが、申立期間について９万 8,000 円に減額されている

ことが分かった。社会保険事務所（当時）の担当者が意図的に減額した可能性

があるので、当初の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 14 年４月１日から 15 年９月１日までの期間について、

オンライン記録によると、申立人の 14 年４月から同年９月までの期間に係るＡ

事業所における標準報酬月額は、当初、50 万円と記録されていたところ、同年

10 月９日付けで、同年４月に遡って９万 8,000 円に訂正され、同年 10 月の定時

決定は９万 8,000円と記録されていることが確認できる。 

また、申立人は、商業登記簿謄本により申立期間当時、Ａ事業所の取締役であ

ったことが確認できるところ、申立事業所の元事業主（申立人の夫）は、「申立

人は、申立期間当時、取締役であったが、名目だけであり、経理や社会保険事務

には関与しておらず、会社が厚生年金保険料を滞納していたことを知らなかった

と思う。」と述べている。 

しかし、複数の元従業員は、「申立人は申立事業所の取締役として毎日出社し

ていた。経理や社会保険事務の責任者であった。」と証言している。 

また、年金事務所のＡ事業所に係る滞納保険料に関する応対記録から、申立人

は、標準報酬月額の減額訂正の処理が行われた平成 14 年 10 月９日の時点より前

に、事業主と社会保険事務所との間で滞納保険料の解消について協議が行われて

いたことを承知していたことがうかがわれ、当該減額訂正の処理が行われた時点

において、申立人は、Ａ事業所の経理・社会保険事務担当の取締役として事業主



  

とともに当該事業所の業務執行に責任を負っていたと認められ、社会保険事務に

ついても権限を有していたと考えるのが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の経理及び社会保険事務を担当する

取締役であった申立人が、自らの標準報酬月額の記録訂正処理に関与しながら、

当該減額処理が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、申立人の

申立期間のうち、平成 14 年４月１日から 15 年９月１日までの期間に係る標準報

酬月額の訂正を認めることはできない。 

申立期間のうち、平成 15 年９月１日から 16 年２月 28 日までの期間について、

申立人は、「標準報酬月額 50 万円に相応する保険料を控除されていた。」と主

張しているものの、給与明細書等の関連資料を所持していないことから、上記期

間に係る厚生年金保険料控除額及び報酬の総額を確認することができない。 

また、オンライン記録により、Ａ事業所における平成 15 年９月の定時決定に

おいて、申立人に係る標準報酬月額は同年７月 15 日に９万 8,000 円として処理

されており、申立人の同年９月１日から 16 年２月 28 日までの期間に係る標準報

酬月額の記録は、遡及して大幅に引き下げられているなど不自然な点は確認でき

ない。 

このほか、申立人が申立期間のうち平成 15 年９月１日から 16 年２月 28 日ま

での期間にその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間のうち平成 15 年９月１日から 16 年２月 28 日までの期間におい

て、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年６月１日から 39年 11月 13日まで 

年金事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について

は脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当金を受け取っ

た記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、申立期間の脱退

手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約１か月後の昭和 39 年 12 月 18 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 10月１日から 40年５月 21日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みであるとの回答を得た。しかし、脱退手当金を受給し

た記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、申立期間の脱退

手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約６か月後の昭和 40 年 11 月 29 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間に係る事業所を退職後、昭和 51 年９月まで国民年

金の加入手続を行っておらず、申立人から聴取しても受給した記憶が無いという

ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月２日から 41年４月１日まで 

年金事務所へ厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退手当金を受給

した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、厚生年金保険被保険

者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされているところ、申

立人が現在も所持している厚生年金保険被保険者証には、当該表示が確認できる。 

また、申立人の申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の

脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約３か月後の昭和 41 年６月 29 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月１日から 43年 10月１日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退手当金を受給

した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者記号番号払出簿における申立人の氏名の変更処理は、昭

和 44 年３月１日に行われており、申立期間の脱退手当金が同年３月 24 日に支給

決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い氏名の変更処理が行

われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、申立期間の脱

退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約６か月後の昭和 44 年３月 24 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月 24日から 43年 12月１日まで 

申立期間以前に勤務していた事業所の厚生年金保険の被保険者期間について

は脱退手当金を受け取った記憶があるが、申立期間については脱退手当金を受

け取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給されたこ

ととなっている申立期間以前に勤務した事業所における被保険者期間については、

申立期間以前に脱退手当金を２万 2,000 円程度受け取ったかもしれないと述べて

いるが、申立期間以前に脱退手当金の支給記録は無く、申立期間と前述の申立期

間以前の被保険者期間を計算の基礎とした脱退手当金の支給額は２万 2,866 円で

あり、申立人が記憶する金額と概ね合致することを踏まえると、申立期間後に申

立期間を含む脱退手当金を受給したと考えるのが自然である。 

また、申立人の申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間と

それ以前の期間を基礎とした脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 43 年 12 月 27

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、申

立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情

は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


